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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂、顔料、ポリマー部位を有する顔料分散剤、ワックス、及びワックス分散剤を
含有するトナー粒子を含むトナーを製造する方法であって、該方法が、下記（ｉ）又は（
ｉｉ）の工程を有し、
　該顔料分散剤の溶解度パラメータをＳＰ１、該ワックス分散剤の溶解度パラメータをＳ
Ｐ２としたとき、ＳＰ１とＳＰ２の差の絶対値が０．００以上０．５６以下であることを
特徴とするトナーの製造方法。
（ｉ）該顔料、該顔料分散剤、該ワックス、該ワックス分散剤、及び該結着樹脂を形成す
る重合性単量体を含有する組成物の粒子を水系媒体中で形成して懸濁液を得る造粒工程、
並びに該懸濁液において該粒子に含まれる該重合性単量体を重合する重合工程　
（ｉｉ）該顔料、該顔料分散剤、該ワックス、該ワックス分散剤、該結着樹脂、及び有機
溶媒を含有する樹脂溶液の粒子を水系媒体中で形成して懸濁液を得る造粒工程、並びに該
懸濁液において該粒子に含まれる有機溶媒を除去する有機溶媒除去工程
【請求項２】
　前記顔料分散剤が、下記式（１）で表される顔料吸着部位と、ポリマー部位と、を有す
る請求項１に記載のトナーの製造方法。
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［式（１）中、Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ独立して、置換若しくは無置換のアルキル基、置換
若しくは無置換のフェニル基、－ＯＲ３基、又は－ＮＲ４Ｒ５基を表す。Ｒ３～Ｒ５はそ
れぞれ独立して水素原子、置換若しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換のフェ
ニル基、又はアラルキル基を表す。Ａｒは置換若しくは無置換のアリール基を表す。但し
、Ｒ１、Ｒ２、及びＡｒの少なくとも一つは置換基を有し、該置換基の少なくとも一つは
連結基を介して前記ポリマー部位との結合部位を有する置換基である。］
【請求項３】
　前記式（１）中のＲ１、Ｒ２、又はＡｒは、置換基として、下記式（２）で表される基
を有する請求項２に記載のトナーの製造方法。

［式（２）中、＊は、式（１）中のＲ１、Ｒ２、又はＡｒとの結合位置を表し、Ｒ６は、
水素原子、置換若しくは無置換のアルキル基、アラルキル基、置換若しくは無置換のアル
キルオキシカルボニル基、若しくは、置換若しくは無置換のアラルキルオキシカルボニル
基であるか、又は、式（２）で表される基がＲ１、Ｒ２、若しくはＡｒと結合することに
よって５員複素環を形成するための、Ｒ１、Ｒ２、若しくはＡｒとの結合位置を表す。Ａ
は、酸素原子、硫黄原子、又はＮＲ７基を表す。Ｒ７は、水素原子、置換若しくは無置換
のアルキル基、置換若しくは無置換のアルキルオキシカルボニル基、又は置換若しくは無
置換のアラルキルオキシカルボニル基を表す。］
【請求項４】
　前記ポリマー部位が下記式（３）で表される単量体単位を有する高分子である請求項２
又は３に記載のトナーの製造方法。

［式（３）中、Ｒ８は、水素原子又はアルキル基を表す。Ｒ９は、置換若しくは無置換の
フェニル基、カルボキシ基、置換若しくは無置換のカルボン酸エステル基、又は置換若し
くは無置換のカルボン酸アミド基を表す。］
【請求項５】
　前記ワックス分散剤が、
　　スチレン及びスチレン系以外の１種以上のビニル系単量体単位を含むビニル系樹脂成
分と、
　　炭化水素化合物と
が反応した構造を有する化合物である請求項１～４のいずれか一項に記載のトナーの製造
方法。
【請求項６】
　前記炭化水素化合物がポリオレフィン、又はパラフィンであることを特徴とする請求項
５に記載のトナーの製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、電子写真法、静電記録法、トナージェット方式記録法などの方法によって形
成される静電潜像を現像してトナー画像を形成するために用いられるトナー及びトナーの
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、プリンター等において、環境への配慮から、省エネルギー化が求められている。
特に、定着エネルギーの低減が重要であり、その対策の一つとして、トナーの記録媒体上
への載り量を減らす検討が行われている。そのためには、トナーの着色力を上げることが
重要である。
　トナーの着色力を向上させるためには、着色剤の添加量を多くするか、又は、着色剤の
トナー粒子中での分散性を向上させることが考えられる。着色剤は一般的に高価であり、
前者の方法では、トナーの原材料コストの上昇を招く難点がある。また、着色剤の添加量
が多いと、着色剤自体の帯電性や極性の影響が発現しやすく、トナーの帯電性が低下する
場合がある。
　水系媒体中で製造されるトナー粒子の製造工程において、顔料分散剤により顔料の分散
性を一時的に向上させることができるが、重合性単量体や有機溶媒などの液体中における
顔料は、トナー原材料添加時に分散安定性を失い凝集してしまうことがある。
【０００３】
　また、定着エネルギーを低減する別の方法としては、前記の載り量低減に加え、より低
エネルギーで画像定着が可能な、いわゆる「低温定着性」を有するトナーであることが有
効である。
　トナーの低温定着性を改善するための一般的な方法としては、使用する結着樹脂のガラ
ス転移温度（Ｔｇ）を低くする方法が挙げられる。しかしながら、単に結着樹脂のＴｇを
低下させるだけでは、低温での離型性が不足するため、Ｔｇ低下による粘度低下の効果が
発揮される前に定着部材へのコールドオフセットが発生してしまう。これを抑制するため
に、定着時のワックスのトナー表面への染み出しを速くする必要がある。しかし、より融
点の低いワックスを用いてこれを達成しようとした場合、定着時の染み出しが速くなると
同時に、保存中にもワックスのトナー表面への染み出しが起こりやすくなり、耐熱保存性
との両立が困難になる。
【０００４】
　そこで、ワックスの上記のような弊害を防ぐために、ワックスの融点を下げずに、トナ
ー中における分散状態を制御することによって、ワックスの染み出しを向上させる試みが
行われている。
　特許文献１には、ポリエステル結着樹脂中での炭化水素ワックスの分散性を向上させる
ためにワックス分散剤を用いる方法が記載されている。炭化水素ワックスはポリエステル
に対して相溶性が小さいがワックス分散剤を用いることによってワックスの分散性は向上
する。
【０００５】
　一方、特許文献２には、水系媒体を用いてトナー製造を行う溶解懸濁法においてワック
ス分散剤を用いてワックスをトナー中に分散させる方法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－２２８７０７号公報
【特許文献２】特開２０１０－１２２６６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１に記載の方法は、トナー原材料を混練してから粉砕することによってトナー
粒子を得る、いわゆる粉砕法によるトナー製造のみに適用できるものであり、水系媒体を
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用いてトナー製造を行う方法においては適したものではなかった。その理由は、混練中の
シェアがかかることでトナー原材料が結着樹脂中にてドメイン状で分散されるためである
。
　また、特許文献２に記載の方法は、ワックス分散剤によりワックスを分散させることが
可能ではあるものの、ワックス分散剤の添加により顔料が凝集してしまいトナーの着色力
が低下しやすいことがわかった。
　このように、顔料の凝集を抑制するために顔料分散剤を利用する方法は記載されている
ものの、顔料とワックスの分散性との両立について改善する必要があるものであった。
　本発明は、水系媒体を用いたトナーの製造方法において、ワックスと顔料との分散を高
いレベルで両立させ、良好なトナー着色力、低温定着性を有し、現像耐久性の高いトナー
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　結着樹脂、顔料、ポリマー部位を有する顔料分散剤、ワックス、及びワックス分散剤を
含有するトナー粒子を含むトナーの製造方法であって、該方法は、下記（ｉ）又は（ｉｉ
）の工程を有し、
　該顔料分散剤の溶解度パラメータをＳＰ１、該ワックス分散剤の溶解度パラメータをＳ
Ｐ２としたとき、ＳＰ１とＳＰ２の差の絶対値が０．００以上０．５６以下であるトナー
の製造方法に関する。
（ｉ）該顔料、該顔料分散剤、該ワックス、該ワックス分散剤、及び該結着樹脂を形成す
る重合性単量体を含有する組成物の粒子を水系媒体中で形成して懸濁液を得る造粒工程、
並びに該懸濁液において該粒子に含まれる該重合性単量体を重合する重合工程　
（ｉｉ）該顔料、該顔料分散剤、該ワックス、該ワックス分散剤、結着樹脂、及び有機溶
媒を含有する樹脂溶液の粒子を水系媒体中で形成して懸濁液を得る造粒工程、並びに該懸
濁液において該粒子に含まれる有機溶媒を除去する有機溶媒除去工程。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、水系媒体を用いたトナーの製造方法において、ワックスと顔料の高度
な分散を両立させ、良好なトナー着色力、低温定着性を有し、現像耐久性の高いトナーを
得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明は、結着樹脂、顔料、ポリマー部位を有する顔料分散剤、ワックス、及びワック
ス分散剤を含有するトナー粒子を含むトナーの製造方法である。そして、該トナーの製造
方法は、下記（ｉ）又は（ｉｉ）の工程を有し、
　該顔料分散剤の溶解度パラメータをＳＰ１、該ワックス分散剤の溶解度パラメータをＳ
Ｐ２としたとき、ＳＰ１とＳＰ２の差の絶対値が０．００以上０．５６以下であることを
特徴とする。これにより、顔料の分散性が良好で高いトナー着色力を有するトナーが得ら
れる。
（ｉ）該顔料、該顔料分散剤、該ワックス、該ワックス分散剤、及び結着樹脂を形成する
重合性単量体を含有する組成物の粒子を水系媒体中で形成して懸濁液を得る造粒工程、並
びに該懸濁液において該粒子に含まれる該重合性単量体を重合する重合工程。
（ｉｉ）該顔料、該顔料分散剤、該ワックス、該ワックス分散剤、結着樹脂、及び有機溶
媒を含有する樹脂溶液の粒子を水系媒体中で形成して懸濁液を得る造粒工程、並びに該懸
濁液において該粒子に含まれる有機溶媒を除去する有機溶媒除去工程。
【００１１】
　まず、上記（ｉ）又は（ｉｉ）の工程でワックス分散剤を添加すると着色力が低下して
しまうメカニズムについて以下に述べる。
　重合性単量体や有機溶媒等の媒体中で顔料分散剤により分散させた顔料は、上記重合性
単量体を重合して結着樹脂を生成するまで、又は上記有機溶媒を除去するまでは、分散媒
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体が液体であるため、顔料が自由に動き回ることができる状態である。その状態でワック
ス分散剤を添加すると、顔料分散剤とワックス分散剤の親和性が低いため、顔料分散剤の
分散安定化能力が失われ顔料が再凝集してしまうことが分かった。
　そのため、ワックス分散剤と顔料分散剤の親和性を高める必要がある。上記顔料分散剤
とワックス分散剤との親和性を評価する指標としては溶解度パラメータ（ＳＰ値）を用い
て評価することが有効である。顔料分散剤のＳＰ値（ＳＰ１）とワックス分散剤のＳＰ値
（ＳＰ２）が近いほど親和性が高いと判断できる。ワックス分散剤と親和性の高い顔料分
散剤を用いると、ワックス分散剤を添加しても顔料分散剤のポリマー部位は媒体中への溶
解性を保持しポリマーの立体反発効果を保持するため良好な顔料分散状態を保持すること
ができる。
【００１２】
　しかしながら、ワックス分散剤と顔料分散剤の親和性を高めることは容易なことではな
かった。顔料分散剤は、顔料を分散させる媒体のＳＰ値に近くないと分散能力を発揮しな
いが、該媒体のＳＰ値に近づけると、ワックス分散剤のＳＰ値と離れてしまう傾向にある
。その結果、顔料分散剤とワックス分散剤の親和性が低くなるため顔料が凝集してしまう
というトレードオフの関係にあった。このような状況下、本発明者らが鋭意検討した結果
、上記ＳＰ１と上記ＳＰ２との差の絶対値を０．００以上０．５６以下にすることで、ワ
ックス分散剤添加時でも良好な顔料分散状態を保持できることを見出した。上記ＳＰ１と
上記ＳＰ２との差の絶対値は０．００以上０．１５以下であることが好ましい。
【００１３】
　また、本発明者らは、顔料分散剤とワックス分散剤の親和性が高く、顔料分散剤の顔料
親和性がより高いほど、ワックスの分散性が良化し、低温定着性が良化することも見出し
た。
　また、本発明者らは、顔料分散剤とワックス分散剤の親和性が高いほどワックス分散性
が向上し、その結果、トナー粒子表面へのワックスの染み出しを低減でき、現像スジ等の
耐久性を向上させることができることを見出した。また、顔料分散剤の顔料親和性が高い
ほど、顔料のトナー粒子表面への露呈が低減されることで、耐久性が更に向上することを
見出した。
【００１４】
　次に、本発明で用いる顔料分散剤について説明する。
　本発明で用いる顔料分散剤としては、顔料に親和性を有する顔料吸着部位と、分散媒体
に親和性を有するポリマー部位とを有するものを好適に用いることができる。
　顔料吸着部位としては、カルボン酸基、スルホン酸基等の酸基、アミノ基、ピリジン基
等の塩基、又はアミド基、エステル基、アマイドアミン基等の極性基が挙げられる。また
、ポリマー部位としては、ポリエステル、ポリウレタン、シリコーン等の重合体、又はこ
れらの共重合体が挙げられる。顔料分散剤と顔料を分散させる媒体との親和性を維持しつ
つ、顔料分散剤とワックス分散剤との親和性も高めるために、（好ましくは炭素数１２～
２２の）長鎖アルキル基が顔料分散剤に導入されていることが好ましい。
　本発明においては、下記式（１）で表される顔料吸着部位とポリマー部位とを有する顔
料分散剤を用いることがより好ましい。
【００１５】
【化１】

【００１６】
［式（１）中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立して、置換若しくは無置換のアルキル基、置
換若しくは無置換のフェニル基、－ＯＲ３基、又は－ＮＲ４Ｒ５基を表す。Ｒ３～Ｒ５は



(6) JP 6478701 B2 2019.3.6

10

20

30

40

それぞれ独立して、水素原子、置換若しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換の
フェニル基、又はアラルキル基を表す。Ａｒは置換若しくは無置換のアリール基を表す。
但し、Ｒ１、Ｒ２、及びＡｒが有する置換基の少なくとも一つは、連結基を介して前記ポ
リマー部位との結合部位を有する置換基である。］
　前記式（１）で表される顔料吸着部位であれば、顔料に対する親和性が向上できるため
、より効率的に顔料表面にポリマー部位を担持させることができ、顔料分散性をより向上
させることができる。
　前記式（１）の具体例としては、例えば下記式（４）～（７）のような構造が挙げられ
るが、これらに限定されるものではない。
【００１７】
【化２】

【００１８】
［式（４）～（７）中、Ｌは前記ポリマー部位と結合するための二価の連結基を表す。］
　また、前記式（１）中のＲ１、Ｒ２、又はＡｒは、置換基として、下記式（２）で表さ
れる基を有することによって、更に顔料に対する親和性を向上させることができ、顔料分
散性をより高めることができる。
【００１９】

【化３】

【００２０】
［式（２）中、＊は、式（１）中のＲ１、Ｒ２、又はＡｒとの結合位置を表す。Ｒ６は、
水素原子、置換若しくは無置換のアルキル基、アラルキル基、置換若しくは無置換のアル
キルオキシカルボニル基、若しくは、置換若しくは無置換のアラルキルオキシカルボニル
基であるか、又は、式（２）で表される基がＲ１、Ｒ２、若しくはＡｒと結合することに
よって５員複素環を形成するための、Ｒ１、Ｒ２、若しくはＡｒとの結合位置を表す。Ａ
は、酸素原子、硫黄原子、又はＮＲ７基を表し、Ｒ７は、水素原子、置換若しくは無置換
のアルキル基、置換若しくは無置換のアルキルオキシカルボニル基、又は置換若しくは無
置換のアラルキルオキシカルボニル基を表す。］
　前記式（２）を有する前記（１）の具体例としては、例えば下記式（８）～（１１）の
ような構造が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２１】
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【化４】

【００２２】
［式（８）～（１１）中、Ｌは前記ポリマー部位と結合するための二価の連結基を表す。
］
　前記式（１）中の連結基、又は式（４）～（１１）中のＬとしては、特に限定されるも
のではないが、アミド基、エステル基、ウレタン基、ウレア基、アルキレン基、フェニレ
ン基、－Ｏ－で示される基、－ＮＲ１８－で示される基（Ｒ１８は水素原子、アルキル基
、フェニル基、又はアラルキル基を表す。）、及び－ＮＨＣＨ（ＣＨ２ＯＨ）－で示され
る基等が挙げられる。
　前記Ｒ１～Ｒ７及びＲ１８におけるアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基
、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、イソプロピル基、
イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、及びシクロヘキシル基のような
直鎖、分岐又は環状のアルキル基が挙げられる。
　前記Ｒ３～Ｒ６及びＲ１８におけるアラルキル基としては、例えば、ベンジル基及びフ
ェネチル基が挙げられる。
　Ａｒはアリール基を表し、例えば、フェニル基及びナフチル基が挙げられる。
　前記Ｒ６及びＲ７におけるアルキルオキシカルボニル基としては、例えば、メトキシカ
ルボニル基、エトキシカルボニル基、ｎ－プロポキシカルボニル基、イソプロポキシカル
ボニル基、ｎ－ブトキシカルボニル基、イソブトキシカルボニル基、ｓｅｃ－ブトキシカ
ルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル基、ｎ－ペンチルオキシカルボニル基、ｎ－
ヘキシルオキシカルボニル基が挙げられる。
　前記Ｒ６及びＲ７におけるアラルキルオキシカルボニル基としては、例えば、ベンジル
オキシカルボニル基、フェネチルオキシカルボニル基が挙げられる。
【００２３】
　前記Ｒ１～Ｒ６におけるアルキル基及びフェニル基、並びにＡｒとしてのアリール基に
おける置換基としては、例えば、ハロゲン原子、（例えば炭素数１～４の）アルキル基、
（例えば炭素数１～４の）アルコキシ基、トリフルオロメチル基、ヒドロキシル基、アミ
ノ基、ニトロ基、シアノ基、カルボキシル基、カルボン酸エステル基、カルボン酸アミド
基、スルホン酸基、スルホンアミド基、ウレア基、及びチオウレア基が挙げられる。
　Ｒ７における、アルキル基の置換基、アルキルオキシカルボニル基の置換基、及びアラ
ルキルオキシカルボニル基の置換基は、例えば、ハロゲン原子、ニトロ基、アミノ基、ヒ
ドロキシル基、シアノ基、及びトリフルオロメチル基が挙げられる。
【００２４】
　また、前記ポリマー部位は、重合性単量体や有機溶媒等の媒体中で溶け広がれば分散安
定化能力を発揮するため、前記ポリマー部位は該媒体と親和性が高い、即ち該媒体のＳＰ
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値とポリマー部位のＳＰ値が近いほどよい。一般的には該媒体と類似した化学構造、類似
した極性を有するようなポリマーが好ましい。例えば、トナー粒子の結着樹脂がスチレン
アクリル樹脂である場合は、前記ポリマー部位が下記式（３）で表される単量体単位を有
する高分子である顔料分散剤を用いることで、前記スチレンアクリル樹脂の重合前のスチ
レン系重合性単量体、又はアクリル系重合性単量体中でポリマー部位が十分に溶け広がり
分散安定化能力を発揮する。
【００２５】
【化５】

【００２６】
［式（３）中、Ｒ８は、水素原子又はアルキル基を表し、Ｒ９は、置換若しくは無置換の
フェニル基、カルボキシ基、置換若しくは無置換のカルボン酸エステル基、又は置換若し
くは無置換のカルボン酸アミド基を表す。］
　式（３）中のＲ８におけるアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プ
ロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、イソプロピル基、イソブチ
ル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、及びシクロヘキシル基のような直鎖、分
岐、又は環状のアルキル基が挙げられる。
　上記Ｒ８は、水素原子、又はメチル基であることが好ましい。
【００２７】
　上記式（３）中のＲ９におけるカルボン酸エステル基としては、例えば、メチルエステ
ル基、エチルエステル基、ｎ－プロピルエステル基、イソプロピルエステル基、ｎ－ブチ
ルエステル基、イソブチルエステル基、ｓｅｃ－ブチルエステル基、ｔｅｒｔ－ブチルエ
ステル基、オクチルエステル基、ノニルエステル基、デシルエステル基、ウンデシルエス
テル基、ドデシルエステル基、ヘキサデシルエステル基、オクタデシルエステル基、エイ
コシルエステル基、ドコシルエステル基、２－エチルヘキシルエステル基、フェニルエス
テル基、ベンジルエステル基、及び２－ヒドロキシエチルエステル基のような直鎖、又は
分岐のエステル基が挙げられる。
　上記式（３）中のＲ９におけるカルボン酸アミド基としては、例えば、Ｎ－メチルアミ
ド基、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミド基、Ｎ－エチルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミド基、Ｎ
－イソプロピルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルアミド基、Ｎ－ｎ－ブチルアミド基、
Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－ブチルアミド基、Ｎ－イソブチルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジイソブチルアミ
ド基、Ｎ－ｓｅｃ－ブチルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジ－ｓｅｃ－ブチルアミド基、Ｎ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルアミド基、Ｎ－オクチルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジオクチルアミド基、Ｎ－ノニル
アミド基、Ｎ，Ｎ－ジノニルアミド基、Ｎ－デシルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジデシルアミド基
、Ｎ－ウンデシルアミド基、Ｎ，Ｎ－ジウンデシルアミド基、Ｎ－ドデシルアミド基、Ｎ
，Ｎ－ジドデシルアミド基、Ｎ－ヘキサデシルアミド基、Ｎ－オクタデシルアミド基、Ｎ
－フェニルアミド基、Ｎ－（２－エチルヘキシル）アミド基、及びＮ，Ｎ－ジ（２－エチ
ルヘキシル）アミド基のような直鎖、又は分岐のアミド基が挙げられる。
　これらのカルボン酸エステル基及びカルボン酸アミド基の中でも、炭素数１２～２２の
長鎖アルキル基を有するものが好ましい。
【００２８】
　上記式（３）中のＲ９における、フェニル基の置換基、カルボン酸エステル基の置換基
、カルボン酸アミド基の置換基は、例えば、メトキシ基及びエトキシ基のようなアルコキ
シ基、Ｎ－メチルアミノ基及びＮ，Ｎ－ジメチルアミノ基のようなアミノ基、アセチル基
のようなアシル基、フッ素原子、及び塩素原子のようなハロゲン原子が挙げられる。
　Ｒ９は上記の中でも、フェニル基、又はカルボン酸エステル基であることが好ましい。



(9) JP 6478701 B2 2019.3.6

10

20

30

40

50

【００２９】
　前記ポリマー部位は、上記式（３）で表される単量体単位の割合を変化させることで分
散媒体との親和性を制御することができる。分散媒体がスチレンのような非極性媒体の場
合には、前記式（３）中のＲ９がフェニル基である単量体単位の割合を大きくすることが
媒体との親和性の点で好ましい。
　また、媒体がアクリル酸エステルのようなある程度極性がある媒体の場合には、上記式
（３）中のＲ９がカルボキシル基、カルボン酸エステル基又はカルボン酸アミド基である
単量体単位の割合を大きくすることが、媒体との親和性の点で好ましい。さらに、顔料分
散剤のＳＰ値を、ワックス分散剤のＳＰ値に近づけるために、該ポリマー部位の共重合体
組成を調整することが顔料分散性の観点で好ましい。また、本発明の顔料分散剤のＳＰ値
をワックス分散剤のＳＰ値に近づけるため、前記ポリマー部位に（好ましくは炭素数１２
～２２の）長鎖アルキル基を導入することが有効である。
【００３０】
　また、トナー粒子の結着樹脂がポリエステルである場合には、前記ポリマー部位もポリ
エステルであることが有効な場合がある。この場合においても、顔料分散剤のＳＰ値をワ
ックス分散剤のＳＰ値に近づけるため、前記ポリマー部位に（好ましくは炭素数１２～２
２の）長鎖アルキル基を導入することが有効である。この場合のポリマー部位としては、
具体的には、下記式（１９）と、下記式（２０）又は式（２１）で示されるユニットを有
する重合体、若しくは下記式（２２）で示されるユニットを有する重合体が挙げられる。
【００３１】
【化６】

［式（１９）中、Ｌ１はアルキレン基、アルケニレン基、又はアリーレン基を表す。］
【００３２】

【化７】

［式（２０）中、Ｌ２はアルキレン基、又はフェニレン基を表す。］
【００３３】

【化８】

［式（２１）中、Ｒ１０はエチレン基又はプロピレン基を表す。ｘ、ｙはそれぞれ０以上
の整数値であり、且つｘ＋ｙの平均値は２～１０である。］
【００３４】

【化９】



(10) JP 6478701 B2 2019.3.6

10

20

30

40

50

［式（２２）において、Ｌ３はアルキレン基又はアルケニレン基を表す。］
【００３５】
　式（１９）～（２２）において、アルキレン基としては、例えば、メチレン基、エチレ
ン基、トリメチレン基、プロピレン基、テトラメチレン基、ヘキサメチレン基、ネオペン
チレン基、ヘプタメチレン基、オクタメチレン基、ノナメチレン基、デカメチレン基、ウ
ンデカメチレン基、ドデカメチレン基、１，３－シクロペンチレン基、１，３－シクロへ
キシレン基又は１，４－シクロへキシレン基等の直鎖状構造、分岐状構造又は環状構造を
有するアルキレン基等が挙げられる。
　アルケニレン基としては、例えば、ビニレン基、プロぺニレン基、ブテニレン基、ブタ
ジエニレン基、ペンテニレン基、ヘキセニレン基、ヘキサジエニレン基、ヘプテニレン基
、オクテニレン基、デセニレン基、オクタデセニレン基、エイコセニレン基又はトリアコ
ンテニレン基が挙げられる。これらアルケニレン基は直鎖状構造、分岐状構造及び環状構
造のいずれの構造を有していてもよい。また、少なくとも一つ以上の二重結合を有してい
ればよく、二重結合の位置はいずれの箇所にあってもよい。
　また、アリーレン基としては、例えば、１，４－フェニレン基、１，３－フェニレン基
、１，２－フェニレン基、２，３－ナフチレン基、２，７－ナフチレン基又は４，４’－
ビフェニレン基等が挙げられる。
【００３６】
　前記ポリマー部位は（好ましくは炭素数１２～２２の）長鎖アルキル基を有することが
好ましい。ポリマー部位に長鎖アルキル基を導入する方法としては、例えば、（メタ）ア
クリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸ペンタデシル、（メタ）アクリル酸ステアリル、
（メタ）アクリル酸ドコシル等の炭素数１２～２２のアルキル基を有する（メタ）アクリ
ル酸エステルをモノマーに用いる方法が挙げられる。
　ポリマー部位がポリエステルである場合は、例えば、炭素数１２～２２のアルキル基を
有する（メタ）アクリル酸エステルと、（メタ）アクリル酸と、の共重合体を得た後に、
該共重合体の存在下、ポリエステルのモノマーを用いて縮重合することにより、長鎖アル
キル基が導入されたポリエステルを得ることができる。
　ポリマー部位における、炭素数１２～２２のアルキル基を有するモノマーの比率は、好
ましくは１．０ｍｏｌ％以上２４ｍｏｌ％以下であり、より好ましくは１．０ｍｏｌ％以
上１８ｍｏｌ％以下であり、さらに好ましくは２．０ｍｏｌ％以上１８．０ｍｏｌ％以下
である。
【００３７】
　前記ポリマー部位の分子量は、顔料の分散性を向上させる点で数平均分子量が５００以
上であることが好ましい。さらに分散媒体への親和性を向上させるために、該ポリマー部
位の数平均分子量は２０００００以下であることが好ましい。さらに、製造容易性の観点
から、該ポリマー部位の数平均分子量は２０００～５００００であることがより好ましい
。
　前記顔料分散剤中の前記顔料吸着部位の位置は、ランダムに点在していても、一端に一
つ若しくは複数のブロックを形成して偏在していてもよい。
　前記顔料分散剤中の前記顔料吸着部位の数は、顔料への親和性と、分散媒への親和性と
のバランスから、ポリマー部位を形成する単量体数１００に対して０．５～１０であるこ
とが好ましく、より好ましくは０．５～５である。
　前記顔料分散剤の含有量は、顔料１００部に対して、１．０質量部以上５０質量部以下
であることが好ましく、５．０質量部以上１５質量部以下であることがより好ましい。
【００３８】
　次に本発明で用いるワックス分散剤について説明する。
　スチレンアクリル樹脂、又はポリエステルを主成分とする結着樹脂中に、ワックス分散
剤を用いて炭化水素系ワックスを分散させる際に、前記ワックス分散剤は前記結着樹脂と
前記炭化水素系ワックスの両者に親和性を有していることがワックス分散性向上の点で好
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ましい。なお、本発明において、主成分とは、その含有量が少なくとも５０質量％である
ことを示す。
　具体的には、例えば、前記ワックス分散剤が、スチレン及びスチレン系以外の１種以上
のビニル系単量体単位を含むビニル系樹脂成分と炭化水素化合物とが反応した構造を有す
る化合物であることが好ましい。また、ポリエステルを主成分とする結着樹脂の場合には
、前記ワックス分散剤がポリエステル樹脂成分と炭化水素化合物とが反応した構造を有す
る化合物であることが有効な場合もある。
　また、前記炭化水素化合物としてはポリオレフィン、又はパラフィンであることが製造
容易性の点で好ましい。
【００３９】
　上記のようなワックス分散剤であれば、ワックス分散剤中の結着樹脂親和性部位である
ビニル系樹脂成分とワックス親和性部位である炭化水素化合物部位とが、それぞれスチレ
ンアクリル系樹脂を主成分とする結着樹脂及び炭化水素系ワックスに対して最適化される
。その結果、ワックスの分散性が向上し、定着時におけるワックスのトナー層表面への染
み出しがよくなり、低温定着時の離型性が向上する。
　ワックス分散剤中の炭化水素化合物部位としては、例えば低分子量ポリエチレン、低分
子量ポリプロピレン等のポリオレフィン類；パラフィンワックス、フィッシャートロプシ
ュワックスのような直鎖脂肪族炭化水素化合物；マイクロクリスタリンワックスの等の合
成ワックス類を用いることができる。トナーに炭化水素系ワックスを用いる場合には、ワ
ックス親和性部位として炭化水素化合物を用いることが好ましく、親和性の観点から同種
のものとすることがさらに好ましい。
【００４０】
　ワックス分散剤中のビニル系樹脂部位のＳＰ値はビニル系重合性単量体の組成によって
適宜調整できる。結着樹脂とビニル系樹脂成分の組成を同一とすると両者の親和性は最大
になると考えられる。さらに、ワックス分散剤のＳＰ値を、前記顔料分散剤のＳＰ値に近
づけるようなビニル系重合体単量体の組成にすることが、顔料分散性の観点で好ましい。
ワックス分散剤中の炭化水素化合物部位は、用いる炭化水素化合物によりＳＰ値は異なる
が、トナーに用いる炭化水素系ワックスと同種のものとすると両者の親和性は最大になる
と考えられる。
【００４１】
　ワックス分散剤中の炭化水素化合物部位の量は、ワックス分散剤全体の１．０ｍｏｌ％
以上５０ｍｏｌ％以下であることが好ましい。炭化水素化合物部位の量が１．０ｍｏｌ％
以上であれば、ワックスとワックス分散剤の親和性が高くなり、５０ｍｏｌ％以下であれ
ば、結着樹脂とワックス分散剤の親和性が高くなり、ワックスの分散性を向上できる。
　ワックス分散剤のトナー中の質量基準の含有量Ｗｂ％とワックスのトナー中の質量基準
の含有量Ｗａ％が０．１０≦Ｗｂ／Ｗａ≦２．００の関係を満たすことが好ましい。０．
１０≦Ｗｂ／Ｗａであれば、ワックスを分散させるために十分なワックス分散剤量となり
、Ｗｂ／Ｗａ≦２．００であれば、ワックスに対し過剰量のワックス分散剤がないので、
トナー中のワックス分散性が向上できる。
【００４２】
　本発明に用いるワックス分散剤は、スチレン及びスチレン系以外の１種以上のビニル系
重合性単量体を含むビニル系樹脂成分と、炭化水素化合物と、が反応した構造を有するこ
とが好ましい。
　スチレン系以外のビニル系重合性単量体としては、例えばメチルアクリレート、エチル
アクリレート、ｎ－プロピルアクリレート、ｉｓｏ－プロピルアクリレート、ｎ－ブチル
アクリレート、ｉｓｏ－ブチルアクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート、ｎ－アミ
ルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、ｎ－オ
クチルアクリレート、ｎ－ノニルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ベンジル
アクリレート等のアクリル系重合性単量体類；メチルメタクリレート、エチルメタクリレ
ート、ｎ－プロピルメタクリレート、ｉｓｏ－プロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタ
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クリレート、ｉｓｏ－ブチルメタクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－ア
ミルメタクリレート、ｎ－ヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート
、ｎ－オクチルメタクリレート、ｎ－ノニルメタクリレート等のメタクリル系重合性単量
体類を用いることができる。
【００４３】
　次に本発明のトナー粒子の製造方法を具体的に説明するが、これらに限定されるもので
はない。
　まず、前記（ｉ）の工程、即ち懸濁重合法による製造方法の例を工程ごとに説明する。
（重合性単量体組成物調製工程）
　重合性単量体、ワックス、ワックス分散剤、顔料、顔料分散剤等を混合し、重合性単量
体組成物を調製する。顔料と顔料分散剤は予め媒体撹拌ミルなどで重合性単量体又は有機
溶媒中に分散させた後に他の組成物と混合してもよいし、全ての組成物を混合した後に分
散させてもよい。上記重合性単量体組成物中には必要に応じて極性樹脂、染料、荷電制御
剤等を適宜加えることができる。
（造粒工程）
　分散安定剤を含む水系分散媒を調製し、高剪断力を有する撹拌機を設置した撹拌槽に投
入する。ここに重合性単量体組成物を添加し、撹拌することにより分散・造粒し、重合性
単量体組成物の粒子が形成された懸濁液を得る。重合性単量体組成物の分散液滴径の分布
は、得られるトナー粒子の粒径分布にそのまま反映されるので、重合性単量体組成物の分
散液滴径を均一にすることが好ましい。
【００４４】
（重合工程）
　上述のようにして得られた懸濁液において、重合性単量体組成物の粒子に含まれる重合
性単量体を重合することにより、結着樹脂が生成された樹脂粒子分散液を得る。本発明に
おける重合工程には、温度調節可能な一般的な撹拌槽を用いることができる。
　重合温度は４０．０℃以上、一般的には５０．０℃以上９０．０℃以下で行われる。重
合温度は終始一定でもよいが、所望の分子量分布を得る目的で重合工程後半に昇温しても
よい。撹拌に用いられる撹拌翼は樹脂粒子分散液を滞留させることなく浮遊させ、かつ槽
内の温度を均一に保てるようなものならばどのようなものを用いてもよい。
（揮発成分除去工程）
　重合工程が終了した樹脂粒子分散液中から未反応の重合性単量体などを除去するために
、揮発成分除去工程を行ってもよい。揮発成分除去工程は樹脂粒子分散液を撹拌手段が設
置された撹拌槽で加熱、撹拌することによって行う。揮発成分除去工程時の加熱条件は重
合性単量体など除去したい成分の蒸気圧を考慮し適宜調節される。揮発成分除去工程は常
圧又は減圧下で行うことができる。
【００４５】
（固液分離工程、洗浄工程及び乾燥工程）
　トナー粒子表面に付着した分散安定剤を除去する目的で、樹脂粒子分散液を酸又はアル
カリで処理してもよい。トナー粒子から分散安定剤を除去した後、一般的な固液分離法に
よりトナー粒子を水系媒体と分離するが、酸又はアルカリ、及びそれらに溶解した分散安
定剤成分を完全に取り除くため、再度水を添加してトナー粒子を洗浄することが好ましい
。この洗浄工程を何度か繰り返し、十分な洗浄が行われた後に、再び固液分離してトナー
粒子を得る。得られたトナー粒子は必要であれば公知の乾燥手段により乾燥してもよい。
（分級工程）
　こうして得られたトナー粒子に、さらにシャープな粒度分布を要求される場合には風力
分級機などで分級工程を行なうことにより、所望の粒度分布から外れる粒子を分別して取
り除くこともできる。
【００４６】
　次に、前記（ｉｉ）の工程、即ち溶解懸濁法による製造方法の例を工程ごとに説明する
。
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（樹脂溶液調製工程）
　有機溶媒中に結着樹脂、ワックス、ワックス分散剤、顔料、及び顔料分散剤等を加え、
樹脂溶液を調製する。顔料の分散性向上の目的でホモジナイザー、ボールミル、コロイド
ミル、超音波分散機のような分散機を用いてもよい。また予めこれらの分散機で有機溶媒
中に顔料分散剤を用いて顔料を分散させたものを用いてもよい。上記樹脂溶液中には、必
要に応じて極性樹脂、染料、荷電制御剤等を適宜加えることができる。
（造粒工程）
　次いで、前述の樹脂溶液を、分散安定剤を含有する水系媒体中に投入し、高速攪拌機若
しくは超音波分散機のような高剪断力分散機を用いて懸濁させ、造粒を行うことにより、
樹脂溶液の粒子が形成された懸濁液を得る。
【００４７】
（有機溶媒除去工程）
　次いで、得られた懸濁液において、該粒子に含まれる有機溶媒を蒸発除去することによ
って、樹脂組成物中の樹脂を析出させ、樹脂粒子とすることにより、樹脂粒子分散液を得
る。有機溶媒除去工程の条件は前述の懸濁重合法によるトナーの製造方法における揮発成
分除去工程の条件と同様である。
（固液分離工程、洗浄工程、乾燥工程及び分級工程）
　得られた樹脂粒子分散液に対して、固液分離工程、洗浄工程及、乾燥工程及び分級工程
を前述の懸濁重合法によるトナーの製造方法における条件と同様に行うことができる。
【００４８】
　次に、本発明のトナー粒子の製造方法に用いる事ができる材料（顔料分散剤、及びワッ
クス分散剤以外の材料について）を例示して具体的に説明するが、以下に限定されるもの
ではない。
　本発明で用いることができる重合性単量体としては、ラジカル重合が可能なビニル系重
合性単量体を用いることが可能である。該ビニル系重合性単量体としては、単官能性重合
性単量体又は多官能性重合性単量体を使用することができる。
【００４９】
　前記単官能性重合性単量体としては、スチレン、α－メチルスチレン、β－メチルスチ
レン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、２，４－ジメチ
ルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシ
ルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチ
レン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、及び、ｐ－フェニルスチレン
等のスチレン誘導体類；メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－プロピルアクリ
レート、ｉｓｏ－プロピルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ｉｓｏ－ブチルアク
リレート、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート、ｎ－アミルアクリレート、ｎ－ヘキシルアク
リレート、２－エチルヘキシルアクリレート、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ－ノニルア
クリレート、シクロヘキシルアクリレート、ベンジルアクリレート、ジメチルフォスフェ
ートエチルアクリレート、ジエチルフォスフェートエチルアクリレート、ジブチルフォス
フェートエチルアクリレート、及び、２－ベンゾイルオキシエチルアクリレート等のアク
リル系重合性単量体類；メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－プロピルメ
タクリレート、ｉｓｏ－プロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｉｓｏ－
ブチルメタクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－アミルメタクリレート、
ｎ－ヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ｎ－オクチルメタク
リレート、ｎ－ノニルメタクリレート、ジエチルフォスフェートエチルメタクリレート、
及び、ジブチルフォスフェートエチルメタクリレート等のメタクリル系重合性単量体類；
多官能性重合性単量体としては、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレング
リコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレングリ
コールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコ
ールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコ
ールジアクリレート、２，２’－ビス（４－（アクリロキシジエトキシ）フェニル）プロ
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パン、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリ
レート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート
、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリレー
ト、ポリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブチレングリコールジメタクリ
レート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタク
リレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、２，２’－ビス（４－（メタク
リロキシジエトキシ）フェニル）プロパン、２，２’－ビス（４－（メタクリロキシポリ
エトキシ）フェニル）プロパン、トリメチロールプロパントリメタクリレート、テトラメ
チロールメタンテトラメタクリレート、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタリン、及び、
ジビニルエーテル等が挙げられる。
【００５０】
　単官能性重合性単量体を単独で、あるいは二種以上組み合わせて、又は、単官能性重合
性単量体と多官能性重合性単量体とを組み合わせて、又は、多官能性重合性単量体を単独
で、あるいは、二種以上を組み合わせて使用する。重合性単量体の中でも、スチレン又は
スチレン誘導体を単独若しくは混合して、又は、それらとほかの重合性単量体と混合して
使用することが、トナーの現像特性及び耐久性の観点から好ましい。
【００５１】
　本発明に係る結着樹脂としては、ポリエステルを用いることもできる。ポリエステルと
しては、アルコールモノマーとカルボン酸モノマーが縮重合したものが用いられる。アル
コールモノマーとしては以下のものが挙げられる。ポリオキシプロピレン（２．２）－２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（３．３）－２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシエチレン（２．０）－２，
２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（２．０）－ポリ
オキシエチレン（２．０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオ
キシプロピレン（６）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン等のビスフェ
ノールＡのアルキレンオキシド付加物、エチレングリコール、ジエチレングリコール、ト
リエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール
、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブテンジオール、１，５
－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール
、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリ
テトラメチレングリコール、ビスフェノールＡ、水素添加ビスフェノールＡ、ソルビトー
ル、１，２，３，６－ヘキサンテトロール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール
、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール
、１，２，５－ペンタントリオール、グリセロール、２－メチルプロパントリオール、２
－メチル－１，２，４－ブタントリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロ
パン、１，３，５－トリヒドロキシメチルベンゼン。
【００５２】
　一方、カルボン酸モノマーとしては、以下のものが挙げられる。フタル酸、イソフタル
酸及びテレフタル酸等の芳香族ジカルボン酸類又はその無水物；コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸及びアゼライン酸等のアルキルジカルボン酸類又はその無水物；炭素数６～１
８のアルキル基若しくはアルケニル基で置換されたコハク酸又はその無水物；フマル酸、
マレイン酸及びシトラコン酸等の不飽和ジカルボン酸類又はその無水物。
　また、その他にも以下のモノマーを使用することが可能である。グリセリン、ソルビッ
ト、ソルビタン、さらには例えばノボラック型フェノール樹脂のオキシアルキレンエーテ
ル等の多価アルコール類；トリメリット酸、ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカル
ボン酸やその無水物等の多価カルボン酸類。
【００５３】
　それらの中でも、特に、下記一般式（１２）で表されるビスフェノール誘導体を２価ア
ルコールモノマー成分とし、２価以上のカルボン酸又はその酸無水物、又はその低級アル
キルエステルとからなるカルボン酸成分（例えば、フマル酸、マレイン酸、無水マレイン
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酸、フタル酸、テレフタル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸等）を酸モノマー成分と
して、これらのポリエステルユニット成分で縮重合した樹脂が良好な帯電特性を有するの
で好ましい。
　また、その他にも以下のモノマーを使用することが可能である。グリセリン、ソルビッ
ト、ソルビタン、さらには例えばノボラック型フェノール樹脂のオキシアルキレンエーテ
ル等の多価アルコール類；トリメリット酸、ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカル
ボン酸やその無水物等の多価カルボン酸類。
　それらの中でも、特に、下記一般式（１２）で表されるビスフェノール誘導体を２価ア
ルコールモノマー成分とし、２価以上のカルボン酸又はその酸無水物、又はその低級アル
キルエステルとからなるカルボン酸成分（例えば、フマル酸、マレイン酸、無水マレイン
酸、フタル酸、テレフタル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸等）を酸モノマー成分と
して、これらのポリエステルユニット成分で縮重合した樹脂が良好な帯電特性を有するの
で好ましい。
【００５４】

【化１０】

　［式（１２）中、Ｒはエチレン基又はプロピレン基を示し、ｘ及びｙはそれぞれ１以上
の整数であり、かつｘ＋ｙの平均値は２～１０である。］
【００５５】
　本発明のトナーの結着樹脂としてスチレンアクリル系樹脂を用いる場合には、極性樹脂
を添加することもできる。極性樹脂としては、前記のポリエステル又はカルボキシル基含
有スチレン系樹脂が好ましい。極性樹脂としてポリエステル又はカルボキシル基含有スチ
レン系樹脂を用いることで、該樹脂がトナー粒子の表面に偏在してシェルを形成した際に
、当該樹脂自身のもつ潤滑性が期待できる。
【００５６】
　カルボキシル基含有スチレン系樹脂としては、スチレン系のアクリル酸共重合体、スチ
レン系のメタクリル酸共重合体、スチレン系のマレイン酸共重合体などが好ましく、特に
スチレン－アクリル酸エステル－アクリル酸系共重合体が帯電量を制御しやすく好ましい
。また、カルボキシル基含有スチレン系樹脂は１級又は２級の水酸基を有するモノマーを
含有していることがより好ましい。具体的な重合体組成物としては、スチレン－２－ヒド
ロキシエチルメタクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－
ｎ－ブチルアクリレート－２－ヒドロキシエチルメタクリレート－メタクリル酸－メタク
リル酸メチル共重合体、スチレン－α－メチルスチレン－２－ヒドロキシエチルメタクリ
レート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合体などを挙げることができる。１級又
は２級の水酸基を有するモノマーを含有した樹脂は極性が大きく、長期放置安定性がより
良好となる。
　極性樹脂の含有量は、結着樹脂１００質量部に対して１．０質量部以上２０質量部以下
が好ましく、２．０質量部以上１０質量部以下がより好ましい。
【００５７】
　本発明のトナーの顔料としては、以下に示すブラック、イエロー、マゼンタ及びシアン
の顔料及び必要に応じて染料を用いることができる。
　ブラック顔料としては、公知のブラック顔料を用いることができる。例えば、ブラック
顔料としては、カーボンブラックが挙げられる。
　また、以下に示すイエロー／マゼンタ／シアン顔料、又は染料を混合させて、ブラック
に調節したものが挙げられる。
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　カーボンブラックとしては、特に制限はないが、例えばサーマル法、アセチレン法、チ
ャンネル法、ファーネス法、ランプブラック法等の製法により得られたカーボンブラック
を用いることができる。
【００５８】
　本発明に用いるカーボンブラックの平均一次粒径は、特に制限はないが、平均一次粒径
が１４．０～８０．０ｎｍであることが好ましく、より好ましくは２５．０～５０．０ｎ
ｍである。
　なお、カーボンブラックの平均一次粒径は、走査型電子顕微鏡で拡大した写真を撮影し
て測定することができる。
　上記カーボンブラックは単独で用いてもよく、２種以上を混合してもよい。
　これらは粗製顔料であってもよく、本発明の顔料分散剤の効果を著しく阻害するもので
なければ調製された顔料組成物であってもよい。
【００５９】
　イエロー顔料としては、公知のイエロー顔料を用いることができる。
　顔料系のイエロー顔料としては、縮合顔料分散剤、イソインドリノン化合物，アンスラ
キノン化合物、アゾ金属錯体メチン化合物、アリルアミド化合物に代表される化合物が用
いられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ３、７、１０、１２、１
３、１４、１５、１７、２３、２４、６０、６２、７４、７５、８３、９３、９４、９５
、９９、１００、１０１、１０４、１０８、１０９、１１０、１１１、１１７、１２３、
１２８、１２９、１３８、１３９、１４７、１４８、１５０、１５５、１６６、１６８、
１６９、１７７、１７９、１８０、１８１、１８３、１８５、１９１：１、１９１、１９
２、１９３、１９９が挙げられる。
　また、本発明においては、必要に応じてイエロー染料を顔料と併用してもよい。イエロ
ー染料としては、Ｃ．Ｉ．ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ３３、５６、７９、８２、９３
、１１２、１６２、１６３、Ｃ．Ｉ．ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｙｅｌｌｏｗ４２、６４、２０
１、２１１が挙げられる。
　中でも、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ１５５、１８０などの縮合顔料が、本
発明で用いられる顔料分散剤において、前記式（１）で表される顔料吸着部位と構造が類
似しているため、吸着性が高く好ましい。また、本発明の顔料分散剤は、置換基を適宜選
択し、顔料との親和性を強くすることができるため、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌ
ｏｗ１８５などのイソインドリン化合物などにも吸着性が高く、好ましい。
【００６０】
　マゼンタ顔料としては、公知のマゼンタ顔料を用いることができる。
　マゼンタ顔料としては、縮合顔料、ジケトピロロピロール化合物、アントラキノン、キ
ナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナフトール化合物、ベンズイミダゾロン化合
物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物が用いられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍ
ｅｎｔ　Ｒｅｄ　２、３、５、６、７、２３、４８：２、４８：３、４８：４、５７：１
、８１：１、１２２、１４６、１５０、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０
２、２０６、２２０、２２１、２３８、２５４、２６９、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉ
ｏｌｅｔ１９が挙げられる。
　中でも、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ１５０などの縮合顔料が、本発明で用いられ
る顔料分散剤において、前記式（１）で表される顔料吸着部位と構造が類似しているため
、吸着性が高く好ましい。また、本発明の顔料分散剤は、置換基を適宜選択し、顔料との
親和性を強くすることができるため、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ１２２やＣ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ１９などのキナクリドン化合物などにも吸着性が高く好ま
しい。
【００６１】
　シアン顔料としては、公知のシアン顔料を用いることができる。
　シアン顔料としては、フタロシアニン化合物及びその誘導体、アントラキノン化合物，
塩基染料レーキ化合物が用いられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ１
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、７、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、６０、６２、６６が挙げられる
。
　本発明で用いる顔料は、単独又は異種のものを混合し、更には固溶体の状態で用いても
よい。また、本発明における顔料は、色相角、彩度、明度、耐侯性、ＯＨＴ透明性、トナ
ー中への分散性の点から良好なものを適宜選択される。顔料の添加量は、結着樹脂１００
質量部に対し１．００質量部以上２０．０質量部以下であることが好ましい。
　本発明のトナーにおいて、顔料と、本発明で用いられる顔料分散剤との好ましい質量組
成比は、１００：０．１０～１００：３０．０、さらに好ましくは、１００：０．５０～
１００：１５．０の範囲である。
【００６２】
　ワックスとしては、好ましくは炭化水素系ワックスが用いられる。炭化水素系ワックス
としては、例えば、低分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、マイクロクリスタ
リンワックス、パラフィンワックス、フィッシャートロプシュワックス等の脂肪族炭化水
素系ワックス；酸化ポリエチレンワックス等の脂肪族炭化水素系ワックスの酸化物又はそ
れらのブロック共重合物；脂肪族炭化水素系ワックスにスチレンやアクリル酸等のビニル
系モノマーを用いてグラフト化させたワックス類などが挙げられる。
　炭化水素系ワックスは結着樹脂１００質量部に対して１．０質量部以上３０質量部以下
使用するのが好ましい。本発明に用いられるワックスの融点は３０．０℃以上１３０℃以
下の範囲であることが好ましく、より好ましくは６０．０℃以上１００℃以下の範囲であ
る。上記のような熱特性を呈するワックスを用いることにより、得られるトナーの良好な
定着性はもとより、ワックスによる離型効果が効率良く発現され、十分な定着領域が確保
される。
【００６３】
　また、本発明のトナー粒子は、荷電制御剤を使用してもよい。中でも、トナー粒子を負
荷電性に制御する荷電制御剤を用いることが好ましい。該荷電制御剤としては、以下のも
のが挙げられる。
　有機金属化合物、キレート化合物、モノアゾ金属化合物、アセチルアセトン金属化合物
、尿素誘導体、含金属サリチル酸系化合物、含金属ナフトエ酸系化合物、４級アンモニウ
ム塩、カリックスアレーン、ケイ素化合物、ノンメタルカルボン酸系化合物及びその誘導
体が挙げられる。また、スルホン酸基、スルホン酸塩基、あるいは、スルホン酸エステル
基を有するスルホン酸樹脂を好ましく用いることができる。荷電制御剤の添加量は、結着
樹脂１００質量部に対して０．０１質量部以上２０．０質量部以下であることが好ましく
、より好ましくは０．５０質量部以上１０．０質量部以下である。
【００６４】
　溶解懸濁法における樹脂溶液に用いる有機溶媒は、結着樹脂、ワックスなどトナー粒子
の原材料となるものと相溶するものであれば特に限定されるものではないが、溶媒除去の
観点から水の沸点以下でもある程度の蒸気圧があるものが好ましい。例えばトルエン、キ
シレン、酢酸エチル、酢酸ブチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなどを
用いることができる。
【００６５】
　また、水系媒体中に添加する分散安定剤としては、公知の界面活性剤や有機分散剤、無
機分散剤を使用することができる。無機分散剤としては、以下のものが挙げられる。リン
酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニウム、リン酸亜鉛等のリン酸多価
金属塩；炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム等の炭酸塩、メタ硅酸カルシウム、硫酸カル
シウム、硫酸バリウム等の無機塩；水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アル
ミニウム、シリカ、ベントナイト、アルミナ等の無機酸化物。これらの無機分散剤は、重
合終了後に酸あるいはアルカリを加えて溶解することにより、ほぼ完全に取り除くことが
できる。
【００６６】
　また、本発明のトナーは、トナー粒子（外添剤を処理する前のトナー粒子）の表面に無
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機微粉体を有することが好ましい。無機微粉体は、トナーの流動性改良及び帯電均一化の
ためにトナー粒子に添加、混合され、添加された無機微粉体はトナー粒子の表面に均一に
付着した状態で存在する。
　本発明における無機微粉体は、一次粒子の個数平均粒径（Ｄ１）が４．００ｎｍ以上５
００ｎｍ以下であることが好ましい。
　本発明で用いられる無機微粉体としては、シリカ、アルミナ、チタニアから選ばれる無
機微粉体又はその複合酸化物などが使用できる。複合酸化物としては、例えば、シリカア
ルミニウム微粉体やチタン酸ストロンチウム微粉体等が挙げられる。これら無機微粉体は
、表面を疎水化処理して用いることが好ましい。
【００６７】
　さらに、本発明に用いられるトナーには、さらに他の添加剤、例えばテフロン（登録商
標）粉末、ステアリン酸亜鉛粉末、ポリフッ化ビニリデン粉末のような滑剤粉末、あるい
は酸化セリウム粉末、炭化硅素粉末、チタン酸ストロンチウム粉末などの研磨剤、あるい
は例えば酸化チタン粉末、酸化アルミニウム粉末などの流動性付与剤、ケーキング防止剤
、また、逆極性の有機及び／又は無機微粉体を現像性向上剤として少量用いる事もできる
。これらの添加剤も表面を疎水化処理して用いることも可能である。
　本発明のトナーは、公知の一成分現像方式、二成分現像方式を用いた画像形成方法に適
用可能である。
【００６８】
　以下に、本発明で規定する各物性値の計算方法及び測定方法を記載する。
＜溶解度パラメータ（ＳＰ値）の計算方法＞
　本発明におけるＳＰ値は、Ｆｅｄｏｒｓの下記式（１３）を用いて求めた。ここでのΔ
ｅｉ、及び、Δｖｉの値は著「コーティングの基礎科学」５４～５７頁、１９８６年（槇
書店）の表３～９による原子及び原子団の蒸発エネルギーとモル体積（２５℃）」を参考
にした。
　δｉ＝［Ｅｖ／Ｖ］＾（１／２）＝［Δｅｉ／Δｖｉ］＾（１／２）　　式（１３）
Ｅｖ：蒸発エネルギー
Ｖ：モル体積
Δｅｉ：ｉ成分の原子又は原子団の蒸発エネルギー
Δｖｉ：ｉ成分の原子又は原子団のモル体積
【００６９】
＜分子量の測定方法＞
　ワックス分散剤のピークトップ分子量（Ｍｐ）は、ゲルパーミエーションクロマトグラ
フィー（ＧＰＣ）により、以下のようにして測定する。
　まず、室温で、ブロックポリマー、及びトナーをテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）に溶解
する。そして、得られた溶液を、ポア径が０．２０μｍの耐溶剤性メンブランフィルター
「マイショリディスク」（東ソー社製）で濾過してサンプル溶液を得る。なお、サンプル
溶液は、ＴＨＦに可溶な成分の濃度が０．８０％となるように調整する。このサンプル溶
液を用いて、以下の条件で測定する。
装置　：高速ＧＰＣ装置「ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ」［東ソー（株）製］
　カラム　：ＬＦ－６０４の２連［昭和電工（株）製］
　溶離液　：ＴＨＦ
　流速　：０．６０ｍｌ／ｍｉｎ
　オーブン温度　：４０．０℃
　試料注入量　：０．０２ｍｌ
　試料の分子量の算出にあたっては、標準ポリスチレン樹脂（例えば、商品名「ＴＳＫス
タンダード　　ポリスチレン　　Ｆ－８５０、Ｆ－４５０、Ｆ－２８８、Ｆ－１２８、Ｆ
－８０、Ｆ－４０、Ｆ－２０、Ｆ－１０、Ｆ－４、Ｆ－２、Ｆ－１、Ａ－５０００、Ａ－
２５００、Ａ－１０００、Ａ－５００」、東ソー社製）を用いて作成した分子量校正曲線
を使用する。
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【００７０】
＜酸価の測定方法＞
　樹脂の酸価は以下の方法により測定した。
　基本操作はＪＩＳ　Ｋ－００７０に基づく。
１）試料０．５０～２．００ｇを精秤する。このときの質量をＭ（ｇ）とする。
２）５０．０ｍＬのビーカーに試料を入れ、テトラヒドロフラン／エタノール（２／１）
の混合液２５．０ｍＬを加え溶解する。
３）０．１０ｍｏｌ／ＬのＫＯＨのエタノール溶液を用い、電位差滴定測定装置を用いて
滴定を行う［例えば、平沼産業（株）製自動滴定測定装置「ＣＯＭ－２５００」等が利用
できる。］。
４）この時のＫＯＨ溶液の使用量をＳ（ｍＬ）とする。同時にブランクを測定して、この
時のＫＯＨの使用量をＢ（ｍＬ）とする。
５）次式により酸価を計算する。ｆはＫＯＨ溶液のファクターである。
【数１】

【００７１】
＜共重合体組成比の分析方法＞
　本発明の顔料分散剤、ワックス分散剤の構造決定は、以下の装置を用いて行った。
１Ｈ　ＮＭＲ：　日本電子（株）製ＥＣＡ－４００（使用溶媒　重クロロホルム）
１３Ｃ　ＮＭＲ：　ブルカー・バイオスピン（株）製ＦＴ－ＮＭＲ　ＡＶＡＮＣＥ－６０
０（使用溶媒　重クロロホルム）
　なお、１３Ｃ　ＮＭＲは、クロム（ＩＩＩ）アセチルアセトナートを緩和試薬として用
いた逆ゲートデカップリング法により定量化し組成分析を行った。
【００７２】
＜トナーの平均粒径及び粒度分布測定＞
　トナーの平均粒径及び粒度分布はコールターカウンターＴＡ－ＩＩＩ型あるいはコール
ターマルチサイザー（コールター社製）等種々の方法で測定可能である。本発明において
はコールターカウンターＴＡ－ＩＩＩ型（コールター社製）を用い、個数分布及び重量分
布を算出する。トナーの重量平均粒径（Ｄ４）及び個数平均粒径（Ｄ１）は、以下のよう
にして算出する。
　測定装置としては、１００μｍのアパーチャーチューブを備えた細孔電気抵抗法による
精密粒度分布測定装置「コールター・カウンター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３」（登録商
標、ベックマン・コールター社製）を用いる。測定条件の設定及び測定データの解析は、
付属の専用ソフト「ベックマン・コールター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏ
ｎ３．５１」（ベックマン・コールター社製）を用いる。なお、測定は実効測定チャンネ
ル数２万５千チャンネルで行う。
　測定に使用する電解水溶液は、特級塩化ナトリウムをイオン交換水に溶解して濃度が１
．００％となるようにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コール
ター社製）が使用できる。
　なお、測定、解析を行う前に、以下のように専用ソフトの設定を行った。
　専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更」画面において、コントロールモードの
総カウント数を５００００粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０．０
μｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。「閾値／ノイズ
レベルの測定ボタン」を押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カレン
トを１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、「測定後の
アパーチャーチューブのフラッシュ」にチェックを入れる。
　専用ソフトの「パルスから粒径への変換設定」画面において、ビン間隔を対数粒径に、
粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲を２．００μｍから６０．０μｍまでに設定する
。
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【００７３】
　具体的な測定法は以下の通りである。
（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌ丸底ビーカーに前記電解水溶
液２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反時計回
りで２４回転／秒にて行う。そして、専用ソフトの「アパーチャーのフラッシュ」機能に
より、アパーチャーチューブ内の汚れと気泡を除去しておく。
（２）ガラス製の１００ｍｌ平底ビーカーに前記電解水溶液３０．０ｍｌを入れる。この
中に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機
ビルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０．０％水溶液、和光純薬工業
社製）をイオン交換水で３．００質量倍に希釈した希釈液を０．３０ｍｌ加える。
（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電気
的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）を準備する。超音波分散器の水槽
内に所定量のイオン交換水を入れ、この水槽中に前記コンタミノンＮを２．００ｍｌ添加
する。
（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波
分散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよ
うにビーカーの高さ位置を調整する。
（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー１０．０
ｍｇを少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分散させる。また、トナー粒子の造粒性を確認
する際には、重合反応終了後のトナー粒子懸濁液を少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分
散させる。そして、さらに６０．０秒間超音波分散処理を継続する。なお、超音波分散に
あたっては、水槽の水温が１０．０℃以上４０．０℃以下となる様に適宜調節する。
（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカーに、ピペットを用いてト
ナーを分散した前記（５）の電解質水溶液を滴下し、測定濃度が５．００％となるように
調整する。そして、測定粒子数が５００００個になるまで測定を行う。
（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行い、重量平均粒径（Ｄ４）及
び個数平均粒径（Ｄ１）を算出する。なお、専用ソフトでグラフ／体積％と設定したとき
の、「分析／重量統計値（算術平均）」画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）である
。専用ソフトでグラフ／個数％と設定したときの、「分析／個数統計値（算術平均）」画
面の「平均径」が個数平均粒径（Ｄ１）である。
　造粒工程における造粒性については、コールターカウンターで測定されたＤ５０重量％
／Ｄ５０個数％により調べた。Ｄ５０体積％／Ｄ５０個数％とは、重量分布基準の５０％
粒径／個数分布基準の５０％粒径である。
【実施例】
【００７４】
　本発明を以下に示す実施例により具体的に説明する。実施例中及び比較例中の部及び％
は特に断りがない場合、全て質量基準である。
【００７５】
＜顔料分散剤のポリマー部位の製造例１＞
　プロピレングリコールモノメチルエーテル１００部を窒素置換しながら加熱し液温１２
０℃以上で還流させ、そこへ、スチレン５１．５部、メタクリル酸１．３０部、及びｔｅ
ｒｔ－ブチルパーオキシベンゾエート［有機過酸化物系重合開始剤、日油（株）製、商品
名：パーブチルＺ］１．００部を混合したものを３時間かけて滴下した。滴下終了後、溶
液を３時間撹拌した後、液温１７０℃まで昇温しながら常圧蒸留し、液温１７０℃到達後
は１ｈＰａで減圧下１時間蒸留して脱溶媒し、樹脂固形物を得た。該固形物をテトラヒド
ロフランに溶解し、ｎ－ヘキサンでの再沈殿による精製でポリマー部位（Ａ－１）５１．
６部を得た。得られたポリマー部位（Ａ－１）の物性を下記表１に示す。
【００７６】
＜顔料分散剤のポリマー部位の製造例２～５＞
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　前記顔料分散剤のポリマー部位の製造例１において、モノマーの仕込み量を表２のよう
に変更した。それ以外は同様にして、ポリマー部位（Ａ－２）～（Ａ－５）を得た。得ら
れたポリマー部位（Ａ－２）～（Ａ－５）の物性を下記表１に示す。
【００７７】
【表１】

【００７８】
＜顔料分散剤のポリマー部位の製造例６＞
　前記式（１９）中のＬ１がフェニレン基、前記式（２１）中のＲ１０がエチレン基、ｘ
、ｙはそれぞれ１であるポリエステルを下記に従い合成した。
　オキシエチレン化ビスフェノールＡ３１．６部、テレフタル酸１４．８部、架橋剤とし
てグリセリン５．５０部、触媒として酸化ジ－ｎ－ブチルスズ０．０００５部を、不活性
ガスとして窒素ガスを導入しながら２００℃で加熱溶融し撹拌した。副生する水の流出が
終了した後、１時間かけて２３０℃まで昇温し、２時間加熱撹拌し、溶融状態で樹脂を取
り出した。常温で冷却し、水洗する事により樹脂（Ａ－６）を得た。得られたポリマー部
位（Ａ－６）の物性を下記表２に示す。
【００７９】
＜顔料分散剤のポリマー部位の製造例７＞
　次に前記ポリマー部位（Ａ－６）に長鎖アルキル基を導入したポリエステルを下記に従
い合成した。
　プロピレングリコールモノメチルエーテル１００部を窒素置換しながら加熱し液温１２
０℃以上で還流させ、そこへ、メタクリル酸ステアリル４０．０部、メタクリル酸１．３
０部、及びｔｅｒｔ－ブチルパーオキシベンゾエート［有機過酸化物系重合開始剤、日油
（株）製、商品名：パーブチルＺ］１．００部を混合したものを３時間かけて滴下した。
滴下終了後、溶液を３時間撹拌した後、液温１７０℃まで昇温しながら常圧蒸留し、液温
１７０℃到達後は１ｈＰａで減圧下１時間蒸留して脱溶媒し、樹脂固形物を得た。該固形
物をテトラヒドロフランに溶解し、ｎ－ヘキサンでの再沈殿による精製で、数平均分子量
２４００のメタクリル酸ステアリル／メタクリル酸共重合体を得た。
　次に、上記メタクリル酸ステアリル／メタクリル酸共重合体１２．０部、オキシエチレ
ン化ビスフェノールＡ３１．６部、テレフタル酸１４．８部、架橋剤としてグリセリン５
．５０部、触媒として酸化ジ－ｎ－ブチルスズ０．０００５部を、不活性ガスとして窒素
ガスを導入しながら２００℃で加熱溶融し撹拌した。副生する水の流出が終了した後、１
時間かけて２３０℃まで昇温し、２時間加熱撹拌し、溶融状態で樹脂を取り出した。常温
で冷却し、水洗する事により樹脂（Ａ－７）を得た。得られたポリマー部位（Ａ－７）の
物性を下記表２に示す。
【００８０】
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【表２】

【００８１】
＜顔料吸着部位の製造例１＞
　下記スキームに従い、顔料吸着部位（１６）を得た。
【化１１】

【００８２】
　まず、クロロホルム３０．０部に４－ニトロアニリン（東京化成工業株式会社製）３．
１１部を加え、１０℃以下に氷冷し、ジケテン（東京化成工業株式会社製）１．８９部を
加えた。その後、６５℃で２時間撹拌した。反応終了後、クロロホルムで抽出し、濃縮し
て式（１４）の化合物を得た。
　次に、２－アミノテレフタル酸ジメチル（メルク株式会社製）４．２５部に、メタノー
ル４０．０部、濃塩酸５．２９部を加えて１０℃以下に氷冷した。この溶液に、亜硝酸ナ
トリウム２．１０部を水６．００部に溶解させたもの加えて同温度で１時間反応させた。
次いでスルファミン酸０．９９部を加えて更に２０分間撹拌した（ジアゾニウム塩溶液）
。メタノール７０．０部に、式（１４）の化合物を４．５１部加えて、１０℃以下に氷冷
し、前記ジアゾニウム塩溶液を加えた。その後、酢酸ナトリウム５．８３部を水７．００
部に溶解させたものを加えて、１０℃以下で２時間反応させた。反応終了後、水３００部
を加えて３０分間撹拌した後、固体を濾別し、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミドからの再結
晶法により精製することで式（１５）の化合物を得た。
　次に、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド１５０部に化合物（１５）８．５８部及びパラジ
ウム－活性炭素（パラジウム５％）０．４０部を加えて、水素ガス雰囲気下（反応圧力０
．１～０．４０ＭＰａ）、４０．０℃で３時間撹拌した。反応終了後、溶液を濾別し、濃
縮して顔料吸着部位式（１６）を得た。
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＜顔料吸着部位の製造例２＞
　顔料吸着部位の製造例１において、２－アミノテレフタル酸ジメチル（メルク株式会社
製）４．２５部であったところ、３－アミノベンズアミド（東京化成工業株式会社製）２
．７５部にした。それ以外は顔料吸着部位の製造例１と同様にして、顔料吸着部位（１７
）を得た。
【００８４】
【化１２】

【００８５】
＜顔料吸着部位の製造例３＞
　顔料吸着部位の製造例１において、２－アミノテレフタル酸ジメチル（メルク株式会社
製）４．２５部であったところ、５－アミノ－２－ベンズイミダゾリノン（東京化成工業
株式会社製）３．０５部にした。それ以外は顔料吸着部位の製造例１と同様にして、顔料
吸着部位（１８）を得た。
【００８６】
【化１３】

【００８７】
＜顔料吸着部位の製造例４＞
　顔料吸着部位の製造例１において、２－アミノテレフタル酸ジメチル（メルク株式会社
製）４．２５部であったところ、（３－アミノフェニル）尿素（Ｗａｔｅｒｓｔｏｎｅ　
Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，ＬＬＣ製）３．１０部にした。それ以外は顔料吸着部位の製造例
１と同様にして、顔料吸着部位（１９）を得た。
【００８８】
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【化１４】

【００８９】
＜顔料分散剤の製造例１＞
　下記スキームに従い、顔料分散剤（Ｂ－１）を得た。
【化１５】

【００９０】
　テトラヒドロフラン５００部に、顔料吸着部位（１８）１．５０部を加えて、６５℃ま
で加熱し溶解した。溶解後５０℃に温度を下げ、ポリマー部位（Ａ－１）を１５．０部溶
解し、１－エチル－３－（３－ジメチルアミノプロピル）カルボジイミド・塩酸塩（ＥＤ
Ｃ・ＨＣｌ）２．４５部を加えて５０℃で５時間撹拌した。液温を徐々に室温に戻し、一
晩撹拌することにより反応を完結させた。反応終了後、溶液を濾過して濃縮しメタノール
による再沈殿を行うことにより精製し、顔料分散剤（Ｂ－１）を得た。得られた顔料分散
剤（Ｂ－１）の共重合体組成比とＳＰ値を下記表３に示す。
【００９１】
＜顔料分散剤の製造例２～１０＞
　前記顔料分散剤の製造例１において、ポリマー部位（Ａ－１）をポリマー部位（Ａ－２
）～（Ａ－５）にそれぞれ変更した以外は顔料分散剤の製造例１と同様にして、顔料分散
剤（Ｂ－２）～（Ｂ－５）を得た。また、前記顔料分散剤の製造例１において、ポリマー
部位（Ａ－１）を（Ａ－５）に、顔料吸着部位（１８）を前記顔料吸着部位（１９）にそ
れぞれ変更した以外は顔料分散剤の製造例１と同様にして、顔料分散剤（Ｂ－６）を得た
。また、前記顔料分散剤の製造例１において、ポリマー部位（Ａ－１）を（Ａ－４）に、
顔料吸着部位（１８）を前記顔料吸着部位（１６）～（１７）にそれぞれ変更した以外は
顔料分散剤の製造例１と同様にして、顔料分散剤（Ｂ－７）～（Ｂ－８）を得た。また、
前記顔料分散剤の製造例１において、ポリマー部位（Ａ－１）をポリマー部位（Ａ－６）
～（Ａ－７）にそれぞれ変更した以外は顔料分散剤の製造例１と同様にして、顔料分散剤
（Ｂ－９）～（Ｂ－１０）を得た。
　得られた顔料分散剤（Ｂ－２）～（Ｂ－１０）の共重合体組成比とＳＰ値を下記表３に
示す。
【００９２】
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【表３】

【００９３】
＜ワックス分散剤の製造例１＞
　撹拌機、温度計、窒素導入管、及び減圧装置を備えた反応容器に、キシレン６００部、
及びポリエチレンワックス（融点７７℃、平均分子量４８９）２４０部を入れて十分溶解
し、窒素置換を行った。これを１７５℃に昇温した後、スチレン１６８５部、ｎ－アクリ
ル酸ブチル４７５部、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド７８．０部、及びキシレン４５５部
の混合溶液を３時間で滴下し、さらにこの温度で３０分間保持して重合を行った。次いで
脱溶媒を行い、ワックス分散剤（Ｃ－１）を得た。ワックス分散剤（Ｃ－１）の共重合体
組成比とＳＰ値を下記表４に示す。
【００９４】
＜ワックス分散剤の製造例２＞
　撹拌機、温度計、窒素導入管、及び減圧装置を備えた反応容器に、キシレン６００部、
及びフィッシャートロプシュワックス３６０部を入れて十分溶解し、窒素置換を行った。
これを１７５℃に昇温した後、スチレン１５０７部、ｎ－アクリル酸ブチル１１１部、ア
クリロニトリル２５．４部、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド７８．０部、及びキシレン４
５５部の混合溶液を３時間で滴下し、さらにこの温度で３０分間保持して重合を行った。
次いで脱溶媒を行い、ワックス分散剤（Ｃ－２）を得た。ワックス分散剤（Ｃ－２）の共
重合体組成比とＳＰ値を下記表４に示す。
【００９５】

【表４】

【００９６】
＜トナーの製造例１＞
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　下記方法で懸濁重合法によるトナーを製造した。
（マスターバッチ分散液の調製）
　スチレン単量体１００部に対して、下記材料を用意した。
・カーボンブラック（Ｎｉｐｅｘ３５［Ｏｒｉｏｎ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｅｄ　Ｃａｒｂｏ
ｎ社製］）：２０．０部
・顔料分散剤（Ｂ－２）：２．００部
・３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルサリチル酸のアルミ化合物〔ボントロンＥ８４（オリエ
ント化学工業社製）〕：３．００部
　これらを、アトライター（三井鉱山社製）に導入し、半径１．２５ｍｍのジルコニアビ
ーズ（１４０部）を用いて２００ｒｐｍにて２５℃で１８０分間撹拌を行い、マスターバ
ッチ分散液１を調製した。
【００９７】
（水系媒体の調製）
　イオン交換水７１０部に０．１０Ｍ－Ｎａ３ＰＯ４水溶液４５０部を投入し６０℃に加
温した後、１．００Ｍ－ＣａＣｌ２水溶液６７．７０部を徐々に添加してリン酸カルシウ
ム化合物を含む水系媒体を得た。
（重合性単量体組成物の調製）
・マスターバッチ分散液１：４０．０部
・スチレン単量体：３１．０部
・ｎ－ブチルアクリレート単量体：２７．０部
・炭化水素系ワックス（フィッシャートロプシュワックス、最大吸熱ピークのピーク温度
＝７８℃、Ｍｗ＝７５０）：９．００部
・ワックス分散剤（Ｃ－１）：４．５０部
　上記材料を６５℃に加温し、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を用いて、６，０
００ｒｐｍにて均一に溶解し分散した。これに、重合開始剤１，１，３，３－テトラメチ
ルブチルパーオキシ２－エチルヘキサノエートの７０．０％トルエン溶液８．２０部を溶
解し、重合性単量体組成物を調製した。
【００９８】
（造粒工程）
　前記水系媒体中に上記重合性単量体組成物を投入し、温度６５℃、Ｎ２雰囲気下におい
て、ＴＫ式ホモミキサーにて１８０００ｒｐｍで１０分間撹拌し、重合性単量体組成物を
造粒した。その後、パドル撹拌翼で撹拌しつつ温度６７℃に昇温し、重合性ビニル系単量
体の重合転化率が９０％に達したところで、０．１０ｍｏｌ／リットルの水酸化ナトリウ
ム水溶液を添加して水系分散媒体のｐＨを９に調整した。更に昇温速度４０℃／ｈで８０
℃に昇温し４時間反応させた。その際のトナー粒子の重量平均粒径は、５．８０μｍ、Ｄ
５０体積／Ｄ５０個数は、１．１０であった。重合反応終了後、減圧下でトナー粒子の残
存モノマーを留去した。その際のトナー粒子の重量平均粒径は、５．８０μｍ、Ｄ５０体
積／Ｄ５０個数は、１．２５であった。その後水系媒体を冷却し、塩酸を加えｐＨを１．
４にし、６時間撹拌することでトナー粒子表面に吸着しているリン酸カルシウム塩を溶解
し、トナー粒子を濾別し水洗を行った後、温度４０．０℃にて４８時間乾燥した。得られ
た乾燥品を、多分割分級装置（日鉄鉱業社製エルボジェット分級機）で、重量平均粒径が
１２．７μｍ以上の量を０．５０重量％、個数平均粒径が４．００μｍ以上の量が２０．
０個数％になるよう厳密に分級除去した。重量平均粒径（Ｄ４）５．８０μｍのトナー粒
子（Ｄ－１）を得た。
（無機微粉体処理工程）
・トナー粒子（Ｄ－１）：１００部
・シリカ微粉体（ＲＹ２００：日本アエロジル社製）：１．５０部
・ジメチルシリコーンオイルで表面処理されたルチル型酸化チタン微粉体（平均一次粒径
３０ｎｍ）：０．２０部
　上記材料をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で５分間乾式混合して、トナー（Ｄ－
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１）を得た。
【００９９】
＜トナーの製造例２～７＞
　前記トナーの製造例１において、顔料分散剤（Ｂ－２）を顔料分散剤（Ｂ－３）～（Ｂ
－８）にそれぞれ変更した以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－２）
～（Ｄ－７）を得た。
【０１００】
＜トナーの製造例８、９＞
　前記トナーの製造例１において、カーボンブラックを、ピグメントレッド１２２、又は
ピグメントイエロー１５５（クラリアント社製、商品名「Ｔｏｎｅｒ　Ｙｅｌｌｏｗ　３
ＧＰ」）にそれぞれ変更した以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－８
）、（Ｄ－９）を得た。
【０１０１】
＜トナーの製造例１０＞
　前記トナーの製造例１において、ワックス分散剤（Ｃ－１）を、ワックス分散剤（Ｃ－
２）に変更した以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－１０）を得た。
【０１０２】
＜トナーの製造例１１＞
　下記方法で溶解懸濁法によるトナーを製造した。
（マスターバッチ分散液の調製）
・酢酸エチル：１８０部
・カーボンブラック：１２．０部
・顔料分散剤（Ｂ－１０）：１．２０部
・ガラスビーズ（Φ１ｍｍ）：１３０部
を混合し、アトライター［日本コークス工業（株）製］により３時間分散させ、メッシュ
で濾過する事でマスターバッチ分散液２を調製した。
【０１０３】
（トナー組成物混合液の調製）
・マスターバッチ分散液２：９６．０部
・極性樹脂［飽和ポリエステル樹脂（プロピレンオキサイド変性ビスフェノールＡとフタ
ル酸の重縮合物、Ｔｇ：７５．９℃、Ｍｗ：１１０００、Ｍｎ：４２００、酸価：１１ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ）］：８５．０部
・炭化水素ワックス（フィッシャートロプシュワックス、ＤＳＣ測定における最大吸熱ピ
ークのピーク温度：８０℃、Ｍｗ：７５０）　９．００部
・ワックス分散剤（Ｃ－１）：４．５０部
・サリチル酸アルミニウム化合物［オリエント化学工業（株）製、商品名：ボントロンＥ
－８４］：２．００部
・酢酸エチル（溶媒）：１０．０部
上記組成をボールミルで２４時間分散する事により、トナー組成物混合液２００部を得た
。
（水系媒体の調整）
・炭酸カルシウム（アクリル酸系共重合体で被覆）　２０．０部
・カルボキシメチルセルロース［セロゲンＢＳ－Ｈ、第一工業製薬（株）製］０．５０部
・イオン交換水　９９．５部
　上記組成をボールミルで２４時間分散する事により、カルボキシメチルセルロースを溶
解し、水系媒体を得た。
【０１０４】
（造粒工程）
　該水系媒体１２００部を、高速撹拌装置Ｔ．Ｋ．ホモミキサー［プライミクス（株）製
］に入れ、回転羽根を周速度２０．０ｍ／ｓｅｃで撹拌しながら、上記トナー組成物混合
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液１０００部を投入し、２５．０℃一定に維持しながら１分間撹拌して懸濁液を得た。
（脱溶媒工程）
　上記懸濁液２２００部をフルゾーン翼［（株）神鋼環境ソリューション製］により周速
度４５．０ｍ／ｍｉｎで撹拌しながら、液温を４０．０℃一定に保ち、ブロワーを用いて
上記懸濁液面上の気相を強制吸気し、溶媒除去を開始した。その際、溶媒除去開始から１
５分後に、イオン性物質として１．００％に希釈したアンモニア水７５．０部を添加し、
続いて溶媒除去開始から１時間後に上記アンモニア水２５．０部を添加し、続いて溶媒除
去開始から２時間後に上記アンモニア水２５．０部を添加し、最後に溶媒除去開始から３
時間後に上記アンモニア水２５．０部を添加し、アンモニア水の総添加量を１５０部とし
た。更に液温を４０．０℃に保ったまま、溶媒除去開始から１７時間保持し、懸濁粒子か
ら溶媒（酢酸エチル）を除去したトナー分散液を得た。溶媒除去工程で得られたトナー分
散液３００部に、１０．０ｍｏｌ／ｌ塩酸８０．０部を加え、更に０．１０ｍｏｌ／ｌ水
酸化ナトリウム水溶液により中和処理後、吸引濾過によるイオン交換水洗浄を４回繰り返
して、トナーケーキを得た。得られたトナーケーキを真空乾燥機で乾燥し、目開き４５．
０μｍの篩で篩分しトナー粒子（Ｄ－１１）を得た。
【０１０５】
（無機微粉体処理工程）
・トナー粒子（Ｄ－１１）：１００部
・シリカ微粉体（ＲＹ２００：日本アエロジル社製）：１．５０部
・ジメチルシリコーンオイルで表面処理されたルチル型酸化チタン微粉体（平均一次粒径
３０ｎｍ）：０．２０部
　上記材料をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で５分間乾式混合して、トナー（Ｄ－
１）を得た。
【０１０６】
＜比較用トナーの製造例１＞
　前記トナーの製造例１において、顔料分散剤（Ｂ－２）を顔料分散剤（Ｂ－１）に変更
し、ワックス分散剤（Ｃ－１）を用いなかったこと以外は、前記トナーの製造例１と同様
にしてトナー（Ｄ－１２）を得た。
＜比較用トナーの製造例２＞
　前記トナーの製造例１において、顔料分散剤（Ｂ－２）、及びワックス分散剤（Ｃ－１
）を用いなかったこと以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－１３）を
得た。
【０１０７】
＜比較用トナーの製造例３＞
　前記トナーの製造例１において、顔料分散剤（Ｂ－２）を顔料分散剤（Ｂ－１）に変更
した以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－１４）を得た。
＜比較用トナーの製造例４＞
　前記トナーの製造例１において、顔料分散剤（Ｂ－２）を用いなかったこと以外は、前
記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－１５）を得た。
【０１０８】
＜比較用トナーの製造例５＞
　前記トナーの製造例１において、カーボンブラックを、ピグメントレッド１２２に変更
し、顔料分散剤（Ｂ－２）を顔料分散剤（Ｂ－１）に変更した以外は、前記トナーの製造
例１と同様にしてトナー（Ｄ－１６）を得た。
＜比較用トナーの製造例６＞
　前記トナーの製造例１において、カーボンブラックを、ピグメントイエロー１５５（ク
ラリアント社製、商品名「Ｔｏｎｅｒ　Ｙｅｌｌｏｗ　３ＧＰ」）に変更し、顔料分散剤
（Ｂ－２）を顔料分散剤（Ｂ－１）に変更した。それ以外は、前記トナーの製造例１と同
様にしてトナー（Ｄ－１７）を得た。
【０１０９】
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＜比較用トナーの製造例７＞
　前記トナーの製造例１において、ワックス分散剤（Ｃ－１）をワックス分散剤（Ｃ－２
）に変更した以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－１８）を得た。
＜比較用トナーの製造例８＞
　前記トナーの製造例１１において、顔料分散剤（Ｂ－１０）を顔料分散剤（Ｂ－９）に
変更した以外は、前記トナーの製造例１と同様にしてトナー（Ｄ－１９）を得た。
【０１１０】
〔実施例１〕
　下記方法にて、本発明のトナーの着色力を評価した。
　トナー（Ｄ－１）を現像剤とし、温度２３℃、相対湿度５０％環境下でＡ４のカラーレ
ーザーコピア用紙（キヤノン製、８０．０ｇ／ｍ２）を用いて画像評価を行った。画像形
成装置としては市販のレーザープリンターであるＬＢＰ－５４００（キヤノン製）の改造
機を用いた。評価機（改造機）の改造点は以下のとおりである。
　評価機本体のギア及びソフトウエアを変更することにより、プロセススピードが３６０
ｍｍ／ｓｅｃとなるようにした。
　評価に用いるカートリッジはシアンカートリッジを用いた。すなわち、市販のシアンカ
ートリッジから製品トナーを抜き取り、エアーブローにて内部を清掃した後、本発明によ
るトナーを１５０ｇ充填して評価を行った。なお、マゼンタ、イエロー、ブラックの各ス
テーションにはそれぞれ製品トナーを抜き取り、トナー残量検知機構を無効としたマゼン
タ、イエロー、及びブラックカートリッジを挿入して評価を行った。
【０１１１】
（１）画像濃度１．４０時の紙上のトナーの載り量
　定着時の温度中心値が１６０℃になるように上記プリンターを改造し、Ａ４の普通紙（
ＧＦ－Ｃ０８１Ａ４：キヤノンマーケティングジャパン社製）の紙中心に濃度測定用の１
０ｍｍ×１０ｍｍのベタ画像を出力した。濃度測定用の１０ｍｍ×１０ｍｍのベタ画像の
、マクベス反射濃度計ＲＤ９１８（マクベス社製）にて測定される画像濃度が、１．４０
になるように現像コントラストを調整した。
　上記設定における紙上の未定着トナーの載り量（単位：ｍｇ／ｃｍ２）を測定し以下、
下記表５のようにランク付けを行った。着色力１．４０を出すために必要なトナー載り量
が少ないほど高い着色力を有するトナーである。
【０１１２】
【表５】

【０１１３】
〔実施例２～１１、比較例１～８〕
　実施例１において、トナー（Ｄ－１）を、表６に記載のトナーに変更し、評価した。評
価結果を表６に示す。
【０１１４】
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【表６】

【０１１５】
　比較例２より、顔料分散剤、及びワックス分散剤を添加しなかったトナーの画像濃度１
．４０を出すための載り量は０．４５ｍｇ／ｃｍ２であった。これを評価の基準値とする
。
　比較例１より、比較例２に対して顔料分散剤を添加したトナーは非常に良好な着色力を
有することが分かった。ワックス分散剤を添加しないトナーにおいては、顔料分散剤（Ｂ
－１）のポリマー部位がトナーの結着樹脂を形成する重合性単量体に対し親和性が高かっ
たことにより顔料分散が良化した。
　比較例３より、顔料分散剤とワックス分散剤のＳＰ値差が０．８３の場合には、着色力
が悪化したが、実施例１～７は、該ＳＰ値差が０．００～０．５６の範囲であり、顔料分
散剤とワックス分散剤の親和性が高かったことにより着色力が良化することが分かった。
また、該ＳＰ値差が小さいほど着色力が良化することが分かった。
　比較例４より、比較例２に対してワックス分散剤を添加したトナーは顔料が著しく凝集
し、着色力が大幅に低下したことが分かった。
【０１１６】
〔実施例１２〕
　下記方法にて、本発明のトナー中のワックス分散性を評価した。
　トナー中のワックス分散性は、トナーの断面を透過型電子顕微鏡で観察し、ワックスに
よって形成されたドメインの断面積の平均の円相当径を測定し、任意に選択したトナー１
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Ｄ－８００、日新ＥＭ社製）で包埋し、超音波ウルトラミクロトーム（ＥＭ５、ライカ社
製）により６０．０ｎｍ厚に切削し、真空染色装置（フィルジェン社製）によりＲｕ染色
を行った。その後、透過型電子顕微鏡（Ｈ７５００、日立社製）により加速電圧１２０ｋ
Ｖで観察を行った。観察するトナーは、重量平均粒径から±２．０μｍ以内のものを１０
個選んで撮影を行った。
　ワックス分散性の評価基準は以下のとおりである。ワックスドメインの円相当径が小さ
いほどワックスの分散性がよい。
Ａ：ワックスドメインの円相当径が２００ｎｍ未満
Ｂ：ワックスドメインの円相当径が２００ｎｍ以上５００ｎｍ未満
Ｃ：ワックスドメインの円相当径が５００ｎｍ以上１０００ｎｍ未満
Ｄ：ワックスドメインの円相当径が１０００ｎｍ以上１５００ｎｍ未満
Ｅ：ワックスドメインの円相当径が１５００ｎｍ以上
　本発明のトナー（Ｄ－４）のワックス分散性の評価結果を下記表７に示す。
【０１１７】
　また、下記方法にて、本発明のトナーの低温定着性を評価した。
　定着ユニットを外したカラーレーザープリンター（ＨＰ　Ｃｏｌｏｒ　ＬａｓｅｒＪｅ
ｔ　３５２５ｄｎ、ＨＰ社製）を用意し、シアンカートリッジからトナーを取り出して、
代わりにトナー（Ｄ－４）を充填した。次いで、受像紙（ＨＰ　Ｌａｓｅｒ　ＪＥＴ９０
、ＨＰ社製　９０．０ｇ／ｍ２）上に、充填したトナーを用いて、縦２．００ｃｍ横１５
．０ｃｍの未定着のトナー画像（０．９０ｍｇ／ｃｍ２）を、通紙方向に対し上端部から
１．００ｃｍの部分に形成した。次いで、取り外した定着ユニットを定着温度とプロセス
スピードを調節できるように改造し、これを用いて未定着画像の定着試験を行った。
　まず、常温常湿環境下（２３℃、６０％ＲＨ）、プロセススピードを４００ｍｍ／ｓ、
定着線圧２５ｋｇｆに設定し、初期温度を１３０℃として設定温度を５℃ずつ順次昇温さ
せながら、各温度で上記未定着画像の定着を行った。
　低温定着性の評価基準は以下の通りである。低温側定着開始点とは、低温オフセット現
象（トナーの一部が定着器に付着してしまう現象）が観察されない下限温度のことである
。
Ａ：低温側定着開始点が１４５℃以下（低温定着性が特に優れている）
Ｂ：低温側定着開始点が１５０℃以上１５５℃以下（低温定着性に優れている）
Ｃ：低温側定着開始点が１６０℃以上１６５℃以下（低温定着性に問題はない）
Ｄ：低温側定着開始点が１７０℃以上１７５℃以下（低温定着性にやや劣る）
Ｅ：低温側定着開始点が１８０℃以上（低温定着性に劣る）
　本発明のトナー（Ｄ－４）の低温定着性の評価結果を下記表７に示す。
【０１１８】
〔実施例１３～１５、比較例９及び１０〕
　実施例１２において、トナー（Ｄ－４）を、下記表７に記載のトナーに変更し、評価し
た。評価結果を表７に示す。
【０１１９】
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【表７】

【０１２０】
　比較例９に対する実施例１２～１５の結果より、顔料分散剤とワックス分散剤とのＳＰ
値差が小さいほどワックス分散性が良好となり、それに伴い低温定着性も良好となった。
比較例１０に対する実施例１２～１５の結果より、顔料分散剤を用いなかった場合より、
顔料分散剤を用いて該ＳＰ値差を小さくすることによって、ワックス分散性が良化するこ
とが分かった。
【０１２１】
〔実施例１６〕
　下記方法にて、本発明のトナーの現像耐久性（現像スジ）を評価した。
　評価機としてＬＢＰ９６００Ｃ（キヤノン社製）を使用し、ブラックカートリッジにト
ナー（Ｄ－４）を詰め替えた。常温常湿環境下（２５℃、５０％ＲＨ）において耐久性の
評価を行った。なお、上記評価機のプリント速度はＡ４：３０枚／分である。
評価紙にはキヤノン社製Ｏｆｆｉｃｅ７０（坪量７０．０ｇ／ｍ２）を用い、５．００％
の印字比率の画像を７，０００枚印字した。印字後、評価紙の上部にブラックが印刷され
、トナーの載り量が０．２０ｍｇ／ｃｍ２であるハーフトーン画像を作成し、画像上及び
現像ローラを目視で確認し、以下の評価基準（スジランク）に基づいて評価した。
Ａ：現像ローラ上にも、画像上にも、縦スジは見られない。
Ｂ：現像ローラ上に細かいスジが数本あるものの、画像上には、縦スジは見られない。
Ｃ：現像ローラ上にスジが数本あり、画像上にも細かいスジが数本見られる。
Ｄ：現像ローラ上及びハーフトーン画像上に多数本のスジが見られる。
現像耐久性評価を下記表８に示す。
【０１２２】
〔実施例１７～１９、比較例１１及び１２〕
　実施例１６において、トナー（Ｄ－４）を、下記表８に記載のトナーに変更し、評価し
た。評価結果を表８に示す。
【０１２３】
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【表８】

【０１２４】
　比較例１１に対する実施例１６～１９の結果より、顔料分散剤とワックス分散剤とのＳ
Ｐ値差が小さいほど現像耐久性が高いことが分かった。比較例１２に対する比較例１１の
結果より、該ＳＰ値差が大きい場合でも、顔料分散剤が顔料をコーティングしていること
で顔料のトナー粒子表面への露呈が多少低減され、顔料分散剤を用いない場合に比べて現
像耐久性が向上したと考えられる。
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